



































末の 1857 年には発寒，1858 年には琴似，1860 年には篠路へ，順次，開墾入植が進められ









幌南高等学校）開校，1899 年北海道拓殖銀行開業を経て 20 世紀を迎えることとなった。
大正期に入ると，1922 年市制施行（当時の人口は 127,044 人），1940 年に日本銀行札幌
支店が開設され，北海道経済および商業の中心地として確固たる地位を築き，1945 年に
は 224,729 人だった人口が，1966 年第 11 回冬季オリンピック大会札幌開催が決定された
ことを機にその間の市町村合併などもあったことから同市人口はさらに増加した。1970
年に人口 100 万人を突破，1972 年当該オリンピック開催により国際都市として世界的に
認知されるとともに政令指定都市へ移行した。現在，札幌の人口は札幌市創建後わずか











認してみよう。Table 1 は 2013 年度における札幌市の財政支出決算額について，人口規























8,308 1.1% 16,713 2.2% -
114,377 15.6% 105,019 13.6% 42,369 73,681
0 0.0% 13 0.0% -
- -
14,005 1.9% 116,443 15.1% -
9.6% 65,794 8.5% 35,350




7.6% 52,517 6.8% -
272,632 37.2% 245,450 31.7% 182,857
0.9% 4,909 0.6% -



























諸 支 出 金




















0.3% 1,746 0.2% -


















100.0% - - -
-
歳 出 合 計 819,699 100.0% 834,521 100.0% 732,356
諸 支 出 金 20,375 2.5% 10,906 1.3% 31,725 4.3% - -
-
公 債 費 112,205 13.7% 202,830 24.3% 116,210 15.9% 60,249 130,263 84,229
災 害 復 旧 費 2 0.0% 0 0.0% 351 0.0% - -
-- -
教 育 費 71,918 8.8% 90,503 10.8% 56,012 7.6% 38,617 58,123 40,598
40,450 4.8% 86,359 11.8%
消 防 費 20,916 2.6% 16,227 1.9% 14,168 1.9%
土 木 費 162,956 19.9% 147,579 17.7% 172,614 23.6% - - -
- -
農 林 水 産 業 費 4,135 0.5% 16,736 2.0% 8,154 1.1% - - -
-商 工 費 78,147 9.5%
衛 生 費 55,343 6.8% 60,006 7.2% 48,239
労 働 費 1,725 0.2% 3,970 0.5% 0 0.0% - -
6.6% - - -
-
- - -
108,631民 生 費 235,170 28.7% 194,750 23.3% 149,876 20.5% 126,275 125,074
総 務 費 54,934 6.7% 48,568 5.8% 46,824























社 会 福 祉 費
老 人 福 祉 費
児 童 福 祉 費
生 活 保 護 費
災 害 救 助 費
内
訳
110,900 120,197 127,598 133,700
Table 3 札幌市における民生費の内訳
民 生 費 合 計 354,046276,175 315,449 333,280 343,164
（単位：百万円）
134,829
0 12 91 46 9
42,480 44,360 47,148 48,077 49,609
61,717 81,850 85,757 82,260 83,859
61,078 69,030 72,686 79,081 85,740














0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
831,700








933,502 860,508 840,151 927,971







162,397 130,256 109,235 113,850 101,573
700,596
100.0%




























Table 5　札幌・神戸・福岡の財政収入決算額比較（2013 年および 2003 年）









地 方 消 費 税 交 付 金
地 方 交 付 税












































































































いては予算金額の大きい順に，国民健康保険会計（平成 26 年度予算 2,072 億円），介護保
険会計（同 1,240 億円），後期高齢者医療会計（同 235 億円），土地区画整理会計（同 29 億円），
基金会計（同 21 億円），駐車場会計（同 9億円），母子寡婦福祉資金貸付会計（同 2億円）













後期高齢者被保険者数1人当たり後期高齢者医療保険制度特別会計歳出（円） : (E/B) 100,414 103,183 101,508 105,845 104,125
430,692 428,994 434,016 434,872
22.2% 22.4% 23.2% 23.8% 24.4%


















94,975 96,558 99,686 103,463 106,101
9,066 9,712 9,896 10,691 10,886
11.5% 12.0% 12.5% 12.9% 13.6%
428,449
17,292 18,584 19,019 20,621 21,077
93,897 98,562 102,950 108,291 114,407
817,225 824,148 824,499 837,119 841,994
181,156 184,768 191,589 199,557 205,432
172,207 180,111 187,363 194,825 202,420
9.03% 9.41% 9.75% 10.10% 10.45%
20132009 2010 2011 2012
1,907,404 1,913,545 1,921,935 1,928,776 1,936,189
（出所）札幌市財政局財政企画調査課公表資料および『札幌市統計書平成26年度』より作成
そのような状況にあって，国民健康保険，介護保険および後期高齢者医療の 3つの特別
会計歳出決算額規模は，2009 年に約 2,923 億円だったものが，2013 年になると約 3,409 億
円へと約 486 億円程度の増加となっている。2009 年度から 2013 年度にかけて一般会計歳








る。Table 6 によれば健康保険制度特別会計の歳出決算額は，2009 年度の約 1,811 億円か




は，2009 年度から 2013 年度までの札幌市における国民健康保険制度の実施状況につい




が 428,836 人（2009 年度）から 431,780 人（2013 年）と 0.6％の増加であったのに対して，







260,135 267,689 275,106 280,484 285,726
（出所）札幌市保健福祉局保険医療部保険企画課公表資料および『札幌市のこくほ第19号』（平成25年度決算版）より作成
118,242 123,633 128,925 130,967 131,701
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
合計
271,010 276,226 281,843
6.8% 6.1% 7.9% 7.9%
460,934






454,541 461,851 468,637 466,934
一般被保険者















93.2% 93.9% 92.1% 92.1% 92.4%
110,207 116,060 118,681 120,608 121,694
8,034 7,572 10,244 10,359 10,007
5.7% 6.1% 6.6% 6.5% 6.3%
94.3% 93.9% 93.4% 93.5% 93.7%
428,836 433,905 437,921 436,628 431,780
25,705 27,946 30,716 30,306 29,154
【被保険者数】（人）
Table 7 札幌市における国民健康保険制度の実施状況








保険者 1人当たりの給付額を比較すると，2013 年度で一般被保険者が 281,843 円であるの
















総 務 管 理 費
給 付 費
諸 支 出 金
繰 上 充 用 金
保 険 料
国 庫 支 出 金
道 支 出 金
交 付 金
繰 入 金
1,630 0 0 0
3,911 4,000 3,894 3,755 3,765
0
181,156 184,768 191,589 199,557 205,432
175,374 179,373 186,195 193,353 198,769
241 1,394 1,500 2,449 2,898
349 312 434 253 268
181,156 184,768 193,949 202,107 207,211
73,949 71,148 74,033 81,638 84,186
16,361 18,610 19,401 20,379 22,120
47,995 50,463 53,325 50,624 51,108
7,544 7,857 8,080 10,686 10,847
（単位：百万円）
20132009 2010 2011 2012
34,958 36,378 38,677 38,527 38,683
（出所）札幌市財政局財政企画調査課公表資料より作成
つぎに国民健康保険制度の財政状況について検討してみよう。Table 8 は国民健康保険
制度特別会計の決算額についてまとめたものである。2009 年度の歳入合計約 1,812 億円
（100.0%）のうち，被保険者からの保険料収入は約 349 億円（19.3％）なのに対し，国庫
支出金が約 480 億円（26.5%），道支出金約 75 億円（4.2%），交付金（退職被保険者分へ
の財政調整）約739億円（40.8%）である。また，2013年度では歳入合計約2,072億円（100.0%）
に対し，保険料収入約 387 億円（18.7%），国庫支出金約 511 億円（24.7%），道支出金約
共同プロジェクト成果報告
27















Table 9 は，上記を踏まえ 2009 年度から 2013 年度までの後期高齢者医療制度特別会計
の決算額にかかる推移をまとめたものである。前掲の Table 6 に示したとおり，2009 年













17,292 18,584 19,019 20,621 21,077




20132009 2010 2011 2012
16,712 17,962 18,408 20,041 20,481
15 20 21 17 25
27 44








17,757 19,126 19,621 21,334 21,819
北 海 道 後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 負 担 金

















































最後に介護保険制度について検討していこう。前掲の Table 6 に示したとおり，介護保
険制度特別会計にかかる歳出についても，2009 年度が 939 億円程度だったものが，2013
年度には 1,144 億円にまで増加しており，5年間で 21.8%もの上昇率である。人口１人当
たりの介護保険制度特別会計歳出についても，2009 年度が 49,228 円だったものが，2013





とにある。Table 10 は札幌市における 2009 年度から 2013 年度までの要介護認定者数の
推移である。まず，素直に読み取れることは介護保険制度が対象とする要支援 1から要介
護 5までの認定者総数が 2009 年度の 70,075 人から 2013 年度の 90,123 人まで増加率にし
て 28.6%に達していることである。したがって，当該制度を利用する認定者の増加にと
もなって財政負担も大きくなっていることは単純に読み取ることが可能である。ただし，







70,075 73,912 78,357 84,218 90,123












7,307 7,257 7,508 7,629 7,692
10.4% 9.8% 9.6% 9.1% 8.5%
7,181 7,536 7,887 8,412 8,778
10.2% 10.2% 10.1% 10.0% 9.7%
11.2% 10.6% 10.2% 9.7%
8,663 8,260 8,288 8,585 8,763
12,847 13,305 13,777 14,373 14,876
18.3% 18.0% 17.6% 17.1% 16.5%



















































































3,257 3,394 3,647 3,847
18,453 21,647 22,686
17,345 17,695 18,141 21,281 22,319
18,008











特 定 入 所 者





居 宅 サ ー ビ ス 費
施 設 サ ー ビ ス 費




20132009 2010 2011 2012
（出所）『札幌市統計書平成 26 年度版』より作成


















2,945 2,859 2,858 2,887 2,886
88,455
Table 12 介護 度特別会計の決算額
- - - 100 -
93,897 98,562 102,950 108,291 114,407
1,654 1,780 1,828 1,716 1,856
843 199 285 50
109,595




20 5 43 43 15
- - - - 15
32,173
15,497 16,161 17,704 16,168 16,953
26,581
13,426 14,012 14,399 15,805 16,534
保 険 料
基 金 造 成 費
合 計
21,019 22,451 23,145 24,701
26,747 28,547 29,447 30,239
手 数 料
合 計
総 務 管 理 費
保 険 給 付 費
地 域 支 援 事 業 費
諸 支 出 金
国 庫 支 出 金
道 支 出 金




20132009 2010 2011 2012
17,428 17,779 18,220 21,362 22,414
（出所）札幌市財政局財政企画調査課公表資料より作成
Table 12 は 2009 年度から 2013 年度までの札幌市における介護保険制度特別会計の決
算額をまとめたものである。これを見ると歳入に占める保険料収入は，2009 年度で歳入
全体の 18.5%，2013 年度で 19.5%に過ぎない。これに対し，国庫支出金，道支出金，支
払基金交付金，一般会計からの繰入金によって約 80%が賄われていることがわかる。こ
こで支払基金交付金とは，40 歳以上 65 歳未満の現役世代で介護保険制度を現在利用して
いない被保険者（第 2号被保険者）による保険料収入を当該支払基金で取り纏め，これを


































庫県で 37 校，福岡県で 30 校である。また，兵庫県および福岡県は，北海道に比べて狭隘であることか
ら，兵庫県および福岡県の私立中学校は北海道に比して密集していることが容易に想像できる。このこ
とを前提とすると，神戸市および福岡市においては私立中学と公立中学とが極めて高い競争関係にあり，
必然的に公教育に対する予算支出を（教育格差が広がらない程度に）高める必要性が生じているものと
推察できる。このことは，中学校のみならず幼稚園，小学校，高校にも同様の関係が存在すると仮定す
ると，公教育に対する予算措置の低さは，結果として都道府県別の学力格差につながる遠因となってい
ると判断することに大きな異論はなかろう。
３　企業会計については，高速電車事業会計，水道事業会計，下水道事業会計，病院事業会計，中央卸売市
場事業会計，軌道事業会計がある。
